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業態別協調融資スキームの構築機関数（令和８年3月末時点）（上段は日本公庫の実績）
都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合 その他 合計

機関数 1 58 34 250 87 3 433
うち国民生活事業 0 58 34 250 87 2 431

業態別協調融資実績（令和７年度）（件数・金額ともに上段は日本公庫の実績）

協調融資実績 都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合 その他
合　計 参考

令和6年度実績前年度比
件数（注） 1,317件 6,773件 2,224件 11,743件 1,570件 622件 23,692件 86% 27,414件

うち国民生活事業 126件 3,469件 1,468件 10,382件 1,401件 160件 17,006件 84% 20,207件
金額（注） 2,470億円 5,611億円 1,244億円 2,509億円 338億円 469億円 11,151億円 96% 11,621億円

うち国民生活事業 31億円 366億円 149億円 941億円 123億円 19億円 1,632億円 91% 1,802億円
（注）複数の地域金融機関と協調融資を行っている場合、内訳として表示している件数・金額についてそれぞれの金融機関ごとに計上しているため、合計とは一致しない。
（例）1億円の決定案件について、地方銀行・第二地方銀行と協調した場合、地方銀行・第二地方銀行それぞれに１億円を計上。合計には1億円と計上。

協調融資商品の創設事例

創設時期 金融機関名 協調融資商品名 分野
令和７年４月 愛知信用金庫 ESCORT２ 創業
令和７年４月 呉信用金庫 創業・新事業支援融資アクレ 創業・第二創業
令和７年４月 東春信用金庫 夢実現サポート 創業
令和７年４月 成協信用組合 脱炭素対策支援融資 脱炭素（SDGs）
令和７年５月 福井銀行 経営強化連携融資 複数分野
令和７年６月 鶴岡信用金庫 とことんサポート 複数分野
令和７年７月 福井信用金庫、敦賀信用金庫、小浜信用金庫、越前信用金庫 Ｒｅｃｏｖｅｒｙ 経営改善
令和７年７月 結城信用金庫 未来 創業
令和７年８月 第四北越銀行 新潟県地域創生応援ユニット 複数分野

　当事業の令和７年度の地域金融機関との協調融資実績は、１万7,006件、1,632億円となりました。
（注）�同一目的の資金計画に対し、日本公庫と地域金融機関が協議を経たうえで、融資（保証）を実行又は決定したものです（公庫で集計したもの。両者の融資実行・

決定時期が異なる場合も含みます）。

地域金融機関と積極的に連携しています

　地域金融機関との連携の実効性を高めるため、創業支援や事業再生などのさまざまな分野において、連携して融資をする
スキーム作りに取り組んでいます。当事業が、協調融資スキームを構築した地域金融機関数は、令和８年3月末時点で、431
機関にのぼります。
　また、協調融資スキームの中には、地域金融機関と日本公庫が連携し協調融資商品を創設してお客さまを支援しているもの
もあります。実際に創設した商品で協調融資を実施するなど、具体的な成果が出ています。
（注）�協調融資スキームとは、協調融資として取り扱う案件の具体的な紹介ルールの取り決めがなされているものをいいます。

　地域金融機関と積極的に連携し、それぞれの強みやノウハウを発揮したお客さまへの支援や地域経済の活性化に取り組ん
でいます。

◦協調融資スキーム（注）の構築と協調融資商品の創設

◦協調融資（注）実績

地域金融機関や関係機関との連携

民間金融機関と連携して被災事業者の復興を支援した協調融資事例

　H店は昭和45年創業の老舗おでん屋。祖父の代から引き継がれて
きた伝統の味は、地元の多くの常連客に愛されていたが、令和６年
能登半島地震の被災により２年間の休業を余儀なくされた。日本公庫
は地域金融機関と連携して、復興資金に対し協調融資を実施。被災
店舗を建て替え、再出発を果たした。今後も地元に根差した営業を
続け、伝統の味と地域のつながりを守っていく。

〈協調融資のイメージ図〉 〈概要〉
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　全国各地域の商工会議所・商工会と密接に連携し、「小規模事業者経営改善資金（マル経融資）」や相談会などを通じて、小規
模事業者の皆さまの経営改善を支援しています。

商工会議所・商工会と連携しています

　「小規模事業者経営改善資金（マル経融資）」は、商工会議所・商工会等の経営指導を受けている小規模事業者の皆さまに、
経営改善に必要な資金を無担保・無保証人でご利用いただける制度です。昭和48年の制度創設以降、令和７年度末までの累
計のご利用件数は532万件にのぼります。

　マル経融資の推薦までには、商工会議所・商工会などによる審査会や会頭・会長の認証といった手続きが必要です。また、
推薦の後に、日本公庫でも審査をして融資を決定しています。

　商工会議所・商工会において、当事業の職員が融資のご相談を承る相談会「一日公庫」を開催し、毎年多くの小規模事業者
の皆さまからご相談をいただいています。
　また、お客さまの利便性向上のため、オンライン相談会も実施しています。

◦商工会議所・商工会で相談会「一日公庫」を開催

◦「小規模事業者経営改善資金（マル経融資）」の概要

◦マル経融資のフロー
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◦業務協力に関する覚書の締結

小規模事業者の皆さまを支援するさまざまな機関と連携しています

　日本公庫では日本税理士会連合会などと、業務協力に関す
る覚書を締結しています。勉強会の実施やセミナー講師の
派遣などによる情報提供など、専門機関と連携して小規模事
業者の皆さまの経営の安定及び経営基盤の強化に取り組ん
でいます。

主な覚書締結先（令和８年３月末時点）
日本弁護士連合会 （平成２３年4月２７日）

全国社会保険労務士会連合会 （２３年9月1日）

日本税理士会連合会 （２３年１０月１４日）

日本司法書士会連合会 （２３年１１月１１日）

日本行政書士会連合会 （２４年3月２９日）

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ） （２４年１０月２５日）

独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構） （令和2年2月7日）

公益財団法人産業雇用安定センター （6年3月22日）

（注）（　）内の日付は覚書の締結日です。

　中小企業・小規模事業者支援において大きな役割を果たしている税理士などの認定経営革新等支援機関による「経営支援」
と、日本公庫の「金融支援」が一体となって、創業、経営改善、事業再生などの分野で小規模事業者の皆さまを支援しています。
（注）�認定経営革新等支援機関とは、中小企業等経営強化法に基づく認定支援機関（税理士、公認会計士、中小企業診断士、商工会議所・商工会等）をいいます。詳し

くは、中小企業庁ホームページをご覧ください。

◦税理士、公認会計士、中小企業診断士などの認定経営革新等支援機関（注）との連携

　奈良支店は、人口減少や経営者の高齢化などの地域課題を抱え
る十津川村と、地方創生に向けた包括的業務連携・協力に関する
覚書を令和6年12月に締結しました。また、締結に伴い、実効性の
ある支援を行うため、十津川村及び十津川村商工会と連携して、県
内初となる自治体連携融資商品「十津川村の未来を創る応援ロー
ン」を創設しました。創業・事業承継への支援、地域おこし協力隊
に対する支援等を融資対象とし、地域課題の解決に取り組む方へ
の資金支援や事業化支援を推進しています。
　加えて、十津川村役場内に、奈良支店との「オンライン相談窓口」
を設置し、遠方であっても適時・的確なサポートが受けられる環境
を整備する等、地域の実態やニーズを踏まえた取組みを実施して
います。

金融支援＋融資後のフォローアップ

「十津川村の未来を創る応援ローン」
（通称：未来ローン）の創設

十津川村の地域課題に取り組む事業所
①創業・事業承継
②地域おこし協力隊への支援
③移住者や村内作業者等への賃貸集合住宅の供給

①ご相談 ③審　査

日本公庫十津川村役場
十津川村商工会

②案件取次
④情報交換
⑤モニタリング

　全国各地に所在する152支店において、地方自治体との連携を強化し、地方創生に向けて地方自治体が取り組む各種施策に
積極的に参画しています。また、当事業が保有する創業支援や事業承継支援といった経験・ノウハウに加え、地域金融機関、
商工会議所・商工会、税理士会などとのネットワークを活用し、地域の実態やニーズを踏まえながら、地域活性化への貢献に
取り組んでいます。

地域活性化への貢献に取り組んでいます

連携スキーム図

奈良県十津川村と地域課題解決を目的とする「十津川村の未来を創る応援ローン」等を創設（奈良支店）

各地域の税理士会と連携・協力し「創業支援セミナー」を開催

　各地域の税理士会と連携・協力し、創業予定者を対象とした「創業支
援セミナー」を開催しています。令和７年度は全国で38回開催しました。
本セミナーでは、税理士の皆さまから、創業するうえで必要となる税務
知識の解説や専門家の観点から創業時におけるアドバイスをいただい
ています。日本公庫からは、支援メニューの紹介や創業計画書作成のポ
イントについて説明を行っています。セミナー後に実施する個別相談会
では、参加者から具体的な相談が多く寄せられるなど、各地域で大盛況
のイベントとなっています。
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